
１．まえがき
　護岸背後に道路や親水施設がある場合、利用時の安全
を確保するためには越波流量を 10-4(m3/m/s)のオーダー
以下に抑えることが設計基準1)で定められている。しか
しながら、10-4m3とは、例えばコップ半分程度の水量で
あり、こうした微小量を基準値として示すことによって、
実際の危険度が過小評価されることも少なくない。現地
においては、越波飛沫の飛散によって各種の障害が発生
しており、その打ち上げ高さを用いて空間的な影響範囲
を示すことが重要である。
　本研究では、消波護岸を対象として水理模型実験を行
い、越波飛沫の打ち上げ高さの算定法を提案するととも

に、現地観測結果を用いて、その妥当性を検討する。

２．実験方法
　本研究では、水深や波浪条件の影響を把握するための
実験 1と、堤体の構造条件の影響を把握するための実験
2の 2種類の実験を行った。
　実験 1は、二次元造波水路（長さ 24m、幅 0.8m、高さ
1.0m）を用いて、図-1(a)に示す堤体模型を設置して行っ
た。消波ブロックは 560gを使用した。実験 2は、二次元
造波水路（長さ24m、幅0.6m、高さ1.0m）において、図-
1(b)に示す堤体模型を設置して行った。消波ブロックは

図-1　模型の断面形状

表-1　実験条件

堤体設置水深h(cm)

実験波（作用波数）

換算沖波波高H0'(cm)

周期T(s)

消波ブロック天端幅B(cm)

海底勾配i 1/30, 1/50

7.5, 15.0, 29.0

16.8

1.26, 2.21

9.0, 23.0, 30.5

2.5～15.0

1/30

12.3

6.0, 9.0, 17.6

9.6～48.3

1.46, 2.56

3.1～27.4

規則波（5波）

実験1 実験2

消波ブロック天端高hCB(cm)

不規則波（150波）

写真-1　飛沫の打ち上げ状況
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235gを使用した。また、消波ブロックを設置しない直立
護岸の条件についても同様の実験を行った。実験条件の
詳細を表-1にまとめて示す。
　越波状況は、堤体側面に設置したデジタルビデオカメ
ラを用いて撮影した。飛沫の打ち上げ高さRSは、静水面
を基準として一波ごとに読み取った。実験 1では各波群
の1/3最大値を、実験2では有効波(5波)の平均値を求め
た。

３．越波飛沫の打ち上げ高さ
(1)飛沫の発生パターン
　写真ｰ 1 は、実験 1 において、h = 29 .0cm の条件で、
T=1.26s,H0’=10.0cmの波が作用している状況を示してい
る。まず、波面が消波ブロックに衝突したときに斜め上
方に飛沫が発生し、その後消波ブロックを透過した波面
が直立部に衝突したときに、飛沫がほぼ真上に発生する。
ここでは前者をphaseI、後者をphaseIIと定義する。以

下、それぞれの phaseごとに打ち上げ特性を検討する。

(2)phaseIに対する検討
　phaseIにおける打ち上げ高さをRSIとして、これを通
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過波高H1/3で除して無次元化した。図-2は、水深波高比
h/H0’とRSI/H1/3の関係を示している。h/H0’が大きい範囲
では、飛沫はほとんど発生せず、h/H0’が小さくなるにつ
れて、切り立った波面が作用するようになるため、RSI/
H1/3は大きくなる。波形勾配H0’/L0の影響が小さいこと
から、実験値の平均的な傾向に着目して、消波護岸にお
ける phaseIでの越波飛沫の打ち上げ高さRS1を式(1)の
ように定式化した。

(3)phaseIIに対する検討
　phaseIIにおける打ち上げ高さをRSIIとし、これと同
一条件で消波ブロックを除去した直立護岸の打ち上げ高
さをRSVとする。図-3は、B/Lをパラメータとして、RSII/
RSVと消波工の相対天端高さhCB/Hの関係を示している。
hCB/Hが1.0以上の範囲では、消波ブロックにより波が減
衰するため、打ち上げ高さは直立護岸よりも小さくなる。
また、hCB/Hが 1.0以下の範囲では、B/Lが小さいほど、
消波ブロックの効果が小さくなり、条件によっては直立

図-2　phaseIの打ち上げ高さ
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護岸よりも打ち上げ高さが大きくなる。なお、直立護岸
における越波飛沫の打ち上げ高さRVSは、木村ら

2)の方法
により求めることができる。
　以上 2つのパターンについて、越波飛沫の打ち上げ高
さの算定法を提案したが、現地に適用する際には、
phaseIとphaseIIの両方の値を計算し、背後地の利用に
対して、厳しい方の値を採用する必要がある。

４．現地観測結果との比較
　安田ら3)が北海道留萌港において、越波飛沫の現地観
測を行っている。現地の構造条件では、phaseIでの打ち
上げ高さが卓越するので、式(1)によって算定した打ち上
げ高さRS(CAL)と現地観測値RS(FIELD)を比較した。図-4に
示すように、両者はほぼ一致しており、算定式は妥当な
値を示していると考えられる。

５．まとめ
　本研究の主要な結論を要約すると、以下のようになる。
①消波護岸における越波飛沫の発生パターンを、phaseI
　と phaseIIの 2つの現象に分類した。
② 2つの飛沫の発生パターンについて、越波飛沫の打ち
　上げ高さの算定法を提案した。
③phaseIが卓越する条件の護岸に対して、現地データと
　実験結果を比較し、算定式の妥当性を検討した。

図-4　算定値と現地観測値の関係

図-3　phaseIIの打ち上げ高さ
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